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直近の世論調査から－2023.6.9(G7広島で内閣支持率アップ。維新と立憲の争いは)

1.5月内閣支持率46.0%

(前月比+3.3%)だが…

① 5 月の岸田内閣の支持

率は前月比で 3.3%増の

46.0%に回復した。昨年 12

月に最低・危機ラインの

32.6%に落ちてから漸増

してきてやっと 46%。ま

だ発足時の 49.4%にすら

戻っていないが、早くも自民党筋では「早期の解散総選挙に打っ

て出るべし｣との声も聞かれるようだ。

上昇要因を作ったのは 5 月 19 日-21 日の G7 広島サミット。世

論調査結果にもあるように、G7 での岸田首相の指導力を「評価

する」「発揮している」との声はほぼ 6 割。特に「G7 首脳らの平

和記念公園(原爆資料館)視察」を「評価する」85%と、「ゼレンス

キー大統領の電撃参加｣が「良かった」81%が好感を持って受け止

められたようだ。ただし「今回の G7 広島サミットで核軍縮気運

は進むか｣との問いには「軍縮は進む／期待する｣との声は 36.4%

にとどまり、否定的な答えが 54.7%と多数だ(5 社平均)。ウクライナ情勢そのものに改善･効

果があるかについても悲観的な見方が多い様子だ。

しかしサミット後には「まさかの誤算」が発生。岸田家長男の翔太郎秘書官の「首相公邸で

の親族による不適切行動(忘年会)｣が発覚した。首相本人も含めて「異次元の親バカ」報道に

発展し、内閣支持率にも影響し出した様子だ。5 月末報道の日経調査「前月比▼ 5%減の 47%」

は政府･自民党に衝撃を与えた。朝日 5.29 の「支持 46%」は前月の落ち込み分を戻してやや上

がった(＋ 8%)ものの、共同 5.29 は横ばいの 47.2%(前月 44.3%)。「成果･評判が良いのに思っ

たほどの効果が出ていない」とのこと。おまけに直近の JNN6.5 は「支持 46.7%・不支持 48.3%」

内閣支持率  

　　5月 　支持 不支持

日経5.29 47 44

毎日5.22 45 46

読売5.22 56 33

朝日5.29 46 42

共同5.29 47.0 35.9

時事5.18 38.2 31.8

NHK5.15 46 31

ＪＮN5.1 47.2 48.5

ANN5.17 41.3 33.6

  平均 46.0 38.4

4月平均 42.7 41.2

　増減 3.3 -2.8 

参考FNN 50.4 44.5

G7広島サミットで首相の働きぶりは G7サミットの開催に関心があるか 広島サミットで核軍縮機運は進むか

　 評価する 評価しない 　 関心ある 　　ない 　 肯定的評価 否定的評価

日経5.29 66 21 毎日5.22 70 17  5社平均 36.4 54.7

FNN5.29 60.3 22.4 G7にゼレンスキー大統領が参加した G7で核兵器のない世界実現の成果は

 平均 63.2 21.7 　 良かった そう思わない 　 成果上げた そう思わない

G7サミットで首相の指導力は発揮? 日経5.29 81 11 朝日5.29 49 47

　 発揮している そう思わない G7でウクライナ情勢の議論に G7で核兵器のない世界実現の意義は

 3社平均 58.1 31.0 　 期待する 期待しない 　 意義はあった そう思わない

首相長男・秘書官の公邸での忘年会 NHK5.15 28 66 共同5.29 70.8 26.4

　 問題だ そう思わない G7でウクライナ情勢の改善に G7で各国首脳が平和記念公園を訪問

朝日5.29 76 24 　 つながる そう思わない 　 評価する 評価しない

翔太郎秘書官の更迭タイミングは 日経5.29 42 49 毎日5.22 85 9

ＪＮN6.5 ①妥当だった　33 G7にゼレ大統領参加はウ情勢に効果は G7にグローバルサウスを招待したこと

②遅すぎる　50　③必要なかった　11 　 効果あった そう思わない 　 評価する 評価しない

 FNN/朝日 60.5 35.2 日経5.29 85 7
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で、5 月「支持 47.2%・不支持 48.5%」に比べて微減(▼ 0.5%減)になっている。

2.早期解散でも「自民･公明は議席大幅減｣? 「自公連立は解消迫られる」の分析も

② 6 月に入って、やや早期解散風は微風になったとの観測もあるが、「支持が回復しているう

ちに早期の衆議院解散を」との動きは止まっていない。

自民党の 5 月政党支持率は 34.5%と低調なのだが、自民党

独自の世論調査では「自

民党に有利」との情勢判

断で、「株価も上がって

いる。野党の準備も整っ

ていない」ということで、

7 月総選挙説もまだ消え

ていないようだ。

5 月の各社世論調査では 8

社が「衆議院解散･総選

挙の時期は?」を聴いたが、

年内を含めた早期解散の

声は 25%程度にとどま

り、「任期満了まで解散は必要ない」が 43.5%と否定的な

声が多いようだ。二択回答での、国会会期末での解散総選

挙を聴いた問いでも「実施すべきではない」が 60.6%と多

い(共同 5.29)。岸田首相には「いつまで続けてほしいか｣

の調査でも「総裁任期切れの来年 9 月まで｣が 56%と最大

値だ(読売 5.22)。

実は早期解散論の背景には「次の総選挙では自民過半数

割れも」という積年の客観情勢がある。自民党は既に単独政権確立の力を失って長く、公明党

との選挙協力なしには政権を維持できない。前回 2021 年総選挙の際にも、終盤の選挙情勢は

「自民党単独過半数なるか」「立憲の議席増・維新の大躍進」がマスコミ多数の選挙情勢予測

であった。結果的には各社の調査は一部を除いて大きく外れる事態になって「自民単独過半数

維持、立民は惨敗、維新が第３党に躍進」という報道結果になったことはご承知の通り。

こうした中で、早くも「早期解散・7 月総選挙」の

場合の選挙情勢予測が出されている。政治ジャーナ

リストの野上忠興氏の分析だが(左表)、地方選挙と

衆参補選結果での「公明党の集票力大幅低下・維新

の躍進・立憲の健闘(千葉 5 区)」を反映したものだ。

それによると立憲は議席を回復し維新は躍進する

が、「公明は近畿圏で壊滅・東京も自民の丸川･石原

らが落選」「自公でも過半数 233 議席割れ」になるというもので「自民党では岸田降ろしと連

立組み替えをめぐる政争が始まる」というものだ。最近の公明党が「東京都連との選挙協力解

消」を強く主張するのには、こうした情勢分析も背景にある。「大阪で維新が独自候補を立て

ない代わりに公明党が東京で維新を応援する」というような取引が成立するとの噂ももっとも

らしく出ている。

3.「維新か立憲か」…野党第一党をめぐる争いも

③ 5 月の政党支

持率でも維新は

順調に 9.5%と前

月 比 で +1.5%延

衆議院解散・総選挙の時期は 時事5.18 ①6月会期末までに　8.2

②今年の年末までに　15.6

ANN5.17 ①G7後に　12　②来年に12 ③来年9月総裁選挙までに　21.8

③今年後半に　7　④任期満了で　50 ④任期満了で　23.2

NHK5.15 ①G7後に　8　②年内に18 朝日5.29 ①できるだけ早く　18

③来年に　19　④任期満了で　41 ②急ぐ必要ない　76

読売5.22 ①できるだけ早く　11 日経5.29 ①今国会中に　10

②年内に　19　③来年以降に　20 ②年内に　18　③来年初めころ　8

④任期満了で　43 ④急ぐ必要はない　53

毎日5.22 ①できるだけ早く　24 FNN5.29 ①できるだけ早くに　16.0

②来年9月総裁選挙までに　24 ②年内に　24.8　③来年以降に　18.9

④任期満了で　29 ④任期満了で良い　32.4

8社平均概数 　①年内に　25.0

②任期満了　43.5　③来年に　20.6

予想議席獲得数(週刊ポスト5.19)
 現議席 小選挙区 比例　 合計 差

自民(263) 141 61 202 ▼61
公明(32) 1 19 20 ▼12
立憲(97) 93 38 131 +34

維新(41) 42 41 83 +42
※小選挙区は平均

政党支持率　　
　　5月 自民 立憲 国民 公明 共産 社民 維新 れいわ 女子 参政 支持なし
  平均 34.5 6.2 1.5 3.5 3.0 0.4 9.5 1.7 0.2 1.0 34.8
4月平均 34.6 6.5 1.7 3.4 2.7 0.5 8.0 1.8 0.3 1.1 34.0
　増減 -0.1 -0.3 -0.2 0.1 0.3 -0.1 1.5 -0.1 -0.2 -0.1 0.8

国会会期末までに解散総選挙実施は

　 実施すべき すべきでない

共同5.29 30.2 60.6

岸田首相はいつまで続けてほしいか

読売5.22 ①任期切れ来年9月　56

②できるだけ長く　26　③すぐ交代を　15

④その他　0/NA 4
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ばしたが、立

憲は▼ 0.3%減

の 6.2%にとど

まっている。

4 月の地方

選挙･衆参補選

を通して維新

は支持を伸ば

したが、立憲

はおかしなこ

とに支持率を

下げた。以前

にも指摘した

ことだが、左

図にあるよう

に、立憲民主

党は前の民主

党時代から、

選挙時は一時的にではあれ､必ず支持率は上がる。それが

2021 年衆院選を境に、維新の方が立憲の支持率を上回る

ようになり(維新 10.4%・立憲 9.6%)、22 年参院選でも維

新が 8.6%･立憲 6.2%と続いたが、今年 4 月の地方選挙･衆

参補選では維新は 9.5%にも跳ね上がったのに、立憲は初

めて「選挙時であるにもかかわらず」6.2%に下がったま

まなのだ。要するに、無党派層が立憲に対して冷淡な反

応を見せ始めているということだ。

こういう現象は、言うまでもなく、立憲にとってみれ

ば由々しき事態が起こっていると言うことだ。立憲の若

手中堅議員が泉健太代表に「200 名以上の候補者を擁立し

背水の陣の覚悟を迫った」のは当然だ。泉代表は「次期

衆院選の獲得議席が 150 議席未満なら辞任する」と明言。

維新と立憲の野党第一党をめぐる争いも次期総選挙の焦

点の一つとなった。

5 月の世論調査でもこうした情勢を反映して「維新か立

憲か」を問う設問がいくつか現れた。自民党への対抗勢

力として期待するのは「維新 40.6・立憲 16.7」(時事)、どちらが第一党としてふさわしいか(な

ってほしいか)の問いには「維新が 44 ～ 47%・立憲 25 ～ 32%」(毎日／朝日)、最も期待する

政党では「維新 29.2%、立憲 15.7%｣(FNN)と、いずれも維新が優位である。

4.無党派層2千万票の動向に注目…「ひ弱な弱者連合」「自力で戦い抜くたくましさ」

③ 5 月の調査では、早々と「次の総選挙では比例代表はどの政党に?」という設問が登場した。

自民党の対抗勢力として期待するのは

　 立憲民主党 維新の会

時事5.18 16.7 40.6

どちらが野党第一党としてふさわしいか

　 立憲民主党 維新の会

毎日5.22 25 47

どちらが野党第一党になってほしいか

　 立憲民主党 維新の会

朝日5.29 32 44

野党は自民に対抗するため選挙協力

　 協力すべき そう思わない

朝日5.29 47 43

野党の中で最も期待する政党は

FNN5.29 ①維新　29.2　②立憲　15.7

③国民　5.5　④れいわ　3.3　⑤共産　3.2

⑥参政　1.6　⑦政女　0.6　⑧社民　0.4

⑨期待する政党はない　35.2

次の衆院選で比例代表はどの政党?

　23/5月 自民 立憲 国民 公明 共産 社民 維新 れいわ 女子 参政 NADK

読売5.22 41 8 2 3 3 1 13 4 1.0 2 21

朝日5.29 36 10 3 5 5 1 17 4 0 2 15

共同5.29 38.7 10.1 4.3 4.1 13.1

日経5.29 36 10 2 3 3 1 16 3 1 2 23

5月平均 37.9 9.5 2.3 3.8 3.8 1.0 14.8 3.7 0.7 2.0 19.7

21年調査平均 36.2 12.4 1.5 4.8 4.6 0.7 5.6 1.1 0.4 　 32.8

　同選挙結果 34.7 20.0 4.5 12.4 7.3 1.7 14.0 3.9 1.4 0.2 　　

　調査比 -1.5 7.6 3.0 7.6 2.7 1.0 8.4 2.8 1.0 0.2 左計32.8

無党派投票先 18 24 9 5 10 3 21 7 3 　  

国民3.2 

国民

8.2 

4.5 

5.1 

3.7 

2.3 

4.3 
5.8 

維新10.4 

8.6 9.5

れいわ

民主…

7.2 

10.1 10.5 
10.2 

立憲12.9 

9.2 
9.6 

6.2

6.2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

選挙時の野党支持率(2012.9月-2023.5月:9社平均)

国民 維新系 れいわ 民主→立憲

分岐点

http://yoronmeeting2013.web.fc2.com/



- 4 -

前回の総選挙時の調査と比較してみた前ページ表では、今

回「立憲へ」は 9.5%(前回平均 12.4%)､「維新へ」が 14.8%

(同 5.6%)だから、明らかに「維新へ」の勢いが上昇してい

て、逆に「立憲へ」の勢いは減っている。

前回総選挙での調査値との得票率差(立憲で＋ 7.6%、維新

は＋ 8.4%)は、21 年調査時点での比例投票先の無回答

(NA.DK)32.8%が加わったからである。それはほぼ無党派層

の動向と連動する。

今や選挙時には二千万票が投じられる無党派層は、しか

し選挙情勢の時々のムードや変化に左右されやすく、調査

開始時と選挙直前とで調査値が変化することは珍しくない。ただし「自民党へ」の投票は選挙

結果でも「大きく積み増しされることはない」というのがこれまでの経験で分かっている。

※前回選挙結果の調査での「無党派投票先｣は共同通信出口調査。

5 月調査では、朝日の「無党派層の投票先」は「維新へ」15%、「立憲へ」11%。日経投票先

(比例のみではない)での無党派層は「維新へ 9%･立憲へ 5%」といずれも維新が優位だ。

④総選挙を控えて、これからの維新の勢いは、同時に立憲の「立ち位置と戦い方」にも左右さ

れるだろう。これも当リポート(22.6.7 付)で指摘したことだが、

・旧民進党分裂が中道保守系の希望の党と中道左派系の立憲民主党に分裂し(17 年 10 月)、

・前回 21 年総選挙では、「保守中道」を掲げる維新 805 万票の多く(増加分 466 万)は、旧希

望の党 968 万から吸収したものが多いと見なされる。

・立憲の得票は 1149 万で 17 総選挙時の 1109 万とほぼ同値で力量の変化はなかった。

長いこと民主党系の活動に関わってきた山口二郎氏は「(後述の尾中レポートを引用して)『ひ

弱な弱者連合』を続けてもしょうがない。…野党共闘は手段であって、目的ではない。」とつ

ぶやいた(5.22)。 山口氏が紹介する尾中香尚里氏レポートでは「小選挙区で候補者を一本化

するだけが野党共闘ではない。立憲が『自力で戦う』姿勢を示したことで、野党の存在感が高

まる可能性があ

る」と“自力で

戦う姿勢”こそ

必要と提起して

いる(ﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ

5.25)。

かつての 2009

年総選挙で民主

党は、総数で 2985

万票を獲得して

政権に着いたが、

この時に無党派

層から投じられ

た比例得票は、

おおよそ無党派

層 の 48.9%( 943

万票)と推計され

ている。この無党派層が再び旧民主勢力に加担して大きく動いたのが 2017 年総選挙だった。

無党派層から立憲に 559 万票(27.9%)、希望の党へは 304 万票(15.2%)。合わせて 863 万票

(43.1%)が両党に投票されたと推計される。

しかしこの後、希望の党の後継・国民民主党は､維新との差別化に失敗して失速し、「中道保

守」ないしは「保守中道」と称される政治勢力は維新を中心に糾合されようとしている。この

中で立憲民主党が「中道左派」ないしは「民主リベラル」と言われる政治勢力として、その存

在感を維持し､示し続けることができるかどうかの「瀬戸際にある」というように考えると、

山口氏、尾中氏らの提起の意味が分かってくるのではないだろうか。

朝日-無党派層の比例区投票先

全国平均 近畿 関東

・自民 20% ・維新 33% ・自民 38%

・維新 15% ・自民 25% ・維新 12%

・立憲 11% ・立憲 7% ・立憲 12%

日経-投票先の内訳

関西圏 首都圏 無党派

・自民 22% ・自民 29% ・自民 16%

・維新 36% ・維新 15% ・維新 9%

　 　 ・立憲 5%

232

207

100

336

284

131

448

452

86

416

268

126

469

449

73

214

253

81

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

2021立憲

2017立憲

2021国民

2017希望

2021維新

2017維新

衆院選(2021/2017)立憲･国民･維新の保守・革新の構造比較(抜粋)

保守的 中間+NA 革新的

1109万

1149万

968万

259万

339万

805万 ・明推協データから作成

数値は得票数。

・詳細は2022.6.7付「直近

の世論調査」を参照

http://yoronmeeting2013.web.fc2.com/
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5.その他…少子化対策(財源問題)、LGBT法案(3法案への対処)、マイナカードなど

、

⑤政府は少子化対策の素案を公表(6.1)。児童手当拡充などに年 3 兆円規模の追加予算を見込

み、社会保障を含む歳出カットや社会保険料への上乗せで

捻出する方向だが、具体的な財源確保策は年末に結論を持

ち越す方針だという。今月の世論調査でも、これまでと同

様に、国債発行や増税についての批判は強く(2 社平均で

各 10%前後)、社会保険料などでの負担の見直しについて

は同 14.7%(二択回答では反対が 68.9%に)、「他の予算を

削って」というのが唯一の選択肢であるかのようだ。

⑥広島サミット前に焦点が当たっていた感のある LGBT

法案は、世論調査では、当初の「サミット前に成立させ

る」ことには「必要ない」が 52%と「必要ある」25%を上

回っていたし、自民党の修正法案には評価が二分されて

いる状態にあった。内閣委員会には与野党から 3 つの法

案が提出されていたが、与党の修正案を自民、公明、日

本維新の会、国民民主の４党の賛成多数で可決した(6.9)。

自民党は維新と国民の提案である「ジェンダーアイデン

ティティ」という表現を採用して合意を取り付けたが､立

憲の安住淳国対委員長は「曖昧でいいかげんだ。英語を

法律に書き込むなんて恥ずかしい話だ。日本の法律史上、

まれに見る汚点だ」と批判している。

⑦マイナンバーカードはポイント付与のキャンペーンもで一気に普及率を上げて、国民の約 80

％が申請していると言われるが、誤登録などトラブルが相次いで明らかになって政治問題化し

てきている。世論調査でも「保険証との一体化に反対」が 55%(朝日)、「カードの活用に不安

を感じる」が 70%と批判的論調が強かったのだが、一体化した健康保険証に他人の情報が登

録されるケースや、公金受取口座が別の人のマイナンバーに登録されていたケースが約 13 万

件確認されるなど深刻な事態だ。

☆これまでの「直近の世論調査から」シリーズ、各種選挙結果とデータなどをホームペー

ジに掲載しています。自由にご利用ください。

(北海道世論調査会まとめ）

少子化対策の財源はどこから?

NHK/共同 ①国債発行10.4　②増税9.5

③社会保険料負担の見直し　14.7

④他の予算を削る　57.6

財源対策に社保・医療料金の引上げ

　 賛成 反対

3社平均 23.7 68.9

新型コロナに対する政府の対応は 防衛費の増税に 韓国とのシャトル外交について

　 評価する 評価しない 　 賛成 反対 　 評価する 評価しない

3社平均 51.7 30.2 ANN5.17 25 64 ANN5.17 74 11

5類への移行についての評価は 入管法の改正に 岸田首相が訪韓しての首脳会談

　 評価する 評価しない 　 賛成 反対 　 評価する 評価しない

3社平均 70.3 22.0 ANN5.17 47 24 時事5.18 54.4 14.3

5類への移行で感染再拡大の不安は ChatGPT・AIのルール化・規制に 日韓関係は改善に向かうか

　 不安感じる 　ない 　 賛成 反対 　 改善に向かいそう思わない

3社平均 58.3 39.8 3社平均 76.3 12.4 NHK5.15 53 32

5類移行-感染拡大前の生活に AIを積極的に活用したいか 毎日5.22 38 41

　 戻したい そう思わない 　 活用したい そう思わない  平均 45.5 36.5

毎日5.22 57 19 毎日5.22 30 44 日経5.29 ①良くなる　40

マスク着用について G7は協調して生成AIのルール作り ②悪くなる　1　③変わらない　53

3社平均 ①着用を続けている　47.9 　 作るべき 反対 岸田首相の元徴用工をめぐる発言は

②外す機会が増えた　38.5 読売5.22 75 14 　 評価する 評価しない

③外している　12.0 ChatGPTの国・自治体での活用は ANN5.17 57 26

コロナ以前と比べた経済回復は NHK5.15 ①活用すべき　9

　 回復している そう思わない ②慎重に　67　③活用の必要ない　14

NHK5.15 49 44

LGBT法案をサミット前に成立させること

　 必要ある 必要ない

ANN5.17 25 52

LGBTQの自民党修正法案について

　 評価する 評価しない

毎日5.22 40 38

マイナカードの保険証との一体化に

　 賛成 反対

朝日5.29 40 55

マイナカードの活用不安を感じるか

　 感じている 感じない

共同5.29 70.0      -


